
団体名

人口(人)
(平17国調)

面積(ｋ㎡)
(平17.10.1)

標準財政規模
(百万円)

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 73,876 72,325 1,551 1,489 82,754 30
公共用地先行取得

事業特別会計 285 285 0 0 795 285
民家防音事業

特別会計 23 23 0 0 0 17
潮見坂平和公園
事業特別会計 547 186 361 361 0 36

松河戸土地区画整理

事業特別会計 617 608 9 9 985 268
勝川駅周辺総合

整備事業特別会計 3,773 3,722 51 51 1,290 2,049

普通会計 76,128 74,165 1,963 1,901 83,549 0

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの

繰入金

病院事業会計 12,791 13,065 △ 274 - 17,156 621

水道事業会計 4,660 4,956 △ 296 - 6,324 20

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

 9,246  9,266  79  63 60,408 3,747
宅地造成
事業会計 318 324 9 9 985 117

駐車場整備
事業会計 246 246 0 0 1,290 153

介護サービス
事業会計 241 241 0 0 0 48

国民健康保険
事業会計 23,056 25,424 △ 2,368 △ 2,368 0 2,294

老人保健医療
事業会計 17,421 17,488 △ 67 0 0 1,182

介護保険事業会計 9,725 9,706 19 0 0 1,582
交通災害共済

事業会計 25 25 0 0 0 0

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
負担割合

春日井小牧看護
専門学校管理組合 290 270 20 20 62 50.0

尾張東部
火葬場管理組合 186 144 42 42 0 62.2
尾張農業共済

事務組合 287 276 12 - 0 4.9

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金

（千円）

当該団体か
らの補助金

（千円）

当該団体か
らの貸付金

（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

（財）かすがい
市民文化財団 0 181,050 100,000 212,800 0 0

春日井市
土地開発公社 0 61,169 10,000 0 0 34,950
（財）春日井市

健康管理事業団 781 36,936 10,000 75,944 0 0
（財）春日井市

開発公社 74 5,283 1,000 125,658 0 0
（財）春日井市
学校給食会 0 10,000 10,000 594,336 0 0
㈱アーバン・

ルネサンス勝川 6,738 33,622 16,900 0 0 0

勝川開発㈱ △ 78,169 219,415 860,000 0 665,728 0

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。
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下水道事業会計

財政状況等一覧表（平成１７年度）

備考

法適用企業

法適用企業

※宅地造成事業会計

（公営事業会計）含む

※駐車場整備事業会計

（公営事業会計）含む

-

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

1.01
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当該団体から
の損失補償に
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